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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

第37期

会計期間

自平成21年
３月１日
至平成21年
11月30日

自平成21年
９月１日
至平成21年
11月30日

自平成20年
３月１日
至平成21年
２月28日

売上高（百万円） 77,910 25,200 108,879

経常利益（△は経常損失）

（百万円）
395 △58 742

四半期（当期）純利益（△は純損失）（百万円） 39 △43 396

純資産額（百万円） － 27,785 28,143

総資産額（百万円） － 67,634 67,594

１株当たり純資産額（円） － 1,189.891,205.19

１株当たり四半期（当期）純利益金額（△は純損失）（円） 1.67 △1.85 16.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 41.1 41.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,057 － 4,484

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,463 － 709

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△856 － △4,691

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 2,155 2,418

従業員数（人） － 1,291 1,257

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

　２．第37期及び第38期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第38期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人） 1,291[3,117]

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、準社員を含む）は、当第３四半期連結会計期間の平均人

員を［　］外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人） 55 [13]

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、準社員を含む）は、当第３四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

①業態別売上高

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を業態別に示すと、次のとおりであります。

業態種類の名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

ハイパーマーケット 16,492 65.5 －

ハイパーストア 2,492 9.9 －

スーパーマーケット 2,267 9.0 －

ホームセンター 3,384 13.4 －

その他 562 2.2 －

合計 25,200 100.0 －

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループは、ハイパーマーケット、ハイパーストア、スーパーマーケット、及びホームセンターの４業態に

よるチェーンストアが核となっており、小売事業を営む各子会社の売上高は、それぞれ出店している店舗の業

態の売上高に含めております。

②商品別売上高

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を商品別に示すと、次のとおりであります。

商品種類の名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

スポーツ・レジャー 1,941 7.7 －

カルチャー 1,799 7.1 －

ホビー 4,168 16.6 －

家庭雑貨 3,670 14.6 －

家電製品 1,873 7.4 －

衣料品 803 3.2 －

一般食品 7,061 28.0 －

生鮮食品 3,099 12.3 －

その他 220 0.9 －

その他（小売以外の売上高） 562 2.2 －

合計 25,200 100.0 －

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たなリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日～平成21年11月30日）におけるわが国経済は、不安定な為替相場に

より企業業績は厳しく、雇用や所得に対する先行きの不透明感が払拭されず、総じて景気は非常に厳しい状況が続き

ました。小売業界におきましても、消費者の生活防衛意識の高まりから購買意欲に好転の兆しは見られず、消費者物

価にもデフレ状況の傾向が見られるなど、厳しい経営環境が続いております。

　このような環境のもと、当社グループは、個店ごとに消費者志向にあわせ店舗業態の見直しを進め、地域のニーズに

合った店舗づくりを進めてまいりました。

また、当第３四半期におきましては、９月にハイパーストア青山店（東京都港区）、10月にはスーパーマーケット

北新宿店（東京都新宿区）を新規出店させ、業容の拡大に努めてまいりました。

  しかしながら、消費者の買い控え傾向に加え、天候不順による季節商材の売上不振の影響を受け、当第３四半期連

結会計期間の営業収益（売上高に営業収入を加えたもの）は259億69百万円となりました。

　また、管理面では値入率の改善とともに、商品群ごとの管理を徹底し販売価格の見直しやロスの削減に努め、粗利率

の改善を図りました。経費面におきましては、販売促進の見直しや、前年度に実施した店舗閉鎖の効果により、改善は

進んでおりますが、２店舗の出店コストが発生したこともあり、売上高減少による営業総利益の減少を補うにはいた

りませんでした。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の営業損失は67百万円、経常損失は58百万円となりました。

　また、固定資産除却損を特別損失として計上したこと等により、四半期純損失は43百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、21億55百万円と第２四半

期連結会計期間末に比べ43百万円の減少となりました。　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、５億30百万円となりました。これは税金等調整

前四半期純損失77百万円に対して、減価償却費の計上が４億53百万円あった反面、仕入債務の増加が11億88百万円

あったこと及びたな卸資産の増加が10億77百万円あったこと等が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、２億90百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出が２億97百

万円あったこと等が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、２億84百万円となりました。

これは主に短期借入金の減少及び長期借入金の増加を反映したものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見

通しについて重要な変更はありません。
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（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の資金状況については、「（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありま

せん。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,200,000

計 33,200,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発
行数（株）
（平成21年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 23,354,223 23,354,223
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 23,354,223 23,354,223 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成21年９月１日～

平成21年11月30日
－ 23,354 － 9,946 － 9,829

　

（５）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、上位10名の大株主でありました日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口４Ｇ）は上位10名の大株主でなくなり、以下の株主が上位10名の大株主となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

　株式会社王生 　東京都武蔵野市吉祥寺本町２丁目３－１ 386 1.65
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成21年11月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　 　　2,800 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他）（注１）  普通株式　　23,344,000 233,440 同上

単元未満株式（注２）  普通株式         7,423 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 23,354,223 － －

総株主の議決権 －  233,440 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれており

ます。

２．「単元未満株式」の「株式数」の中には、自己株式等が70株含まれております。 

 

②【自己株式等】

 平成21年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

 (株）Ｏｌｙｍｐｉｃ
東京都立川市曙町

１－25－12
2,800 － 2,800 0.01

計 － 2,800 － 2,800 0.01

  

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 714 711 636 663 640 627 628 650 648

最低（円） 574 603 580 600 593 600 567 583 570

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間

（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、

改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．金額の表示単位の変更について
当社の連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会

計年度についても百万円単位に組替え表示しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,315 2,553

受取手形及び売掛金 475 408

商品 11,321 10,160

その他 2,070 1,941

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 16,182 15,063

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 11,705

※
 11,750

土地 10,526 10,526

その他（純額） ※
 1,507

※
 1,411

有形固定資産合計 23,739 23,688

無形固定資産 1,800 1,994

投資その他の資産

敷金及び保証金 22,645 23,566

その他 3,266 3,281

投資その他の資産合計 25,912 26,847

固定資産合計 51,452 52,530

資産合計 67,634 67,594

負債の部

流動負債

買掛金 11,371 9,916

短期借入金 20,893 21,781

未払法人税等 90 143

賞与引当金 546 310

その他 2,602 3,234

流動負債合計 35,504 35,386

固定負債

長期借入金 1,989 1,539

退職給付引当金 62 70

転貸損失引当金 460 520

その他 1,833 1,934

固定負債合計 4,344 4,064

負債合計 39,849 39,451
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,946 9,946

資本剰余金 9,829 9,829

利益剰余金 7,967 8,348

自己株式 △3 △2

株主資本合計 27,740 28,121

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 45 21

評価・換算差額等合計 45 21

少数株主持分 0 0

純資産合計 27,785 28,143

負債純資産合計 67,634 67,594
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 77,910

売上原価 54,695

売上総利益 23,214

営業収入 2,866

営業総利益 26,081

販売費及び一般管理費 ※
 25,690

営業利益 390

営業外収益

受取利息 56

受取配当金 11

債務受入益 120

その他 49

営業外収益合計 238

営業外費用

支払利息 231

その他 2

営業外費用合計 233

経常利益 395

特別損失

固定資産除却損 136

投資有価証券評価損 77

その他 15

特別損失合計 229

税金等調整前四半期純利益 165

法人税、住民税及び事業税 119

法人税等調整額 7

法人税等合計 126

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 39
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 25,200

売上原価 17,485

売上総利益 7,714

営業収入 768

営業総利益 8,483

販売費及び一般管理費 ※
 8,551

営業損失（△） △67

営業外収益

受取利息 19

受取配当金 0

債務受入益 52

その他 14

営業外収益合計 86

営業外費用

支払利息 76

その他 1

営業外費用合計 77

経常損失（△） △58

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 2

特別利益合計 2

特別損失

固定資産除却損 18

その他 2

特別損失合計 20

税金等調整前四半期純損失（△） △77

法人税、住民税及び事業税 43

法人税等調整額 △77

法人税等合計 △34

少数株主損失（△） △0

四半期純損失（△） △43
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 165

減価償却費 1,286

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8

賞与引当金の増減額（△は減少） 236

転貸損失引当金の増減額(△は減少) △60

敷金及び保証金の支払賃料相殺額 768

受取利息及び受取配当金 △68

支払利息 231

固定資産除却損 136

投資有価証券評価損益（△は益） 77

売上債権の増減額（△は増加） △66

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,160

仕入債務の増減額（△は減少） 1,571

未払金の増減額（△は減少） △178

その他 △528

小計 2,401

利息及び配当金の受取額 51

利息の支払額 △227

法人税等の支払額 △168

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,057

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △181

定期預金の払戻による収入 156

有形固定資産の取得による支出 △1,417

敷金及び保証金の回収による収入 294

その他 △314

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,463

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,269

長期借入れによる収入 1,300

長期借入金の返済による支出 △467

配当金の支払額 △418

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △856

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △262

現金及び現金同等物の期首残高 2,418

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,155

EDINET提出書類

株式会社Ｏｌｙｍｐｉｃ（登記上　株式会社オリンピック）(E03132)

四半期報告書

16/23



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間において、連結子会

社でありました株式会社ＫＣコーポレーショ

ンは、連結子会社である株式会社キララと合

併したことにより消滅会社となったため、連

結の範囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社の数

　13社 

　

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　たな卸資産につきましては、従来、生鮮食品

及びデリカテッセン等については、最終仕入

原価法による原価法、店舗在庫商品について

は、売価還元法による原価法、センター在庫商

品については、先入先出法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年７月５日公

表分 企業会計基準第９号）を適用し、評価基

準については、生鮮食品及びデリカテッセン

等については、最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）、店舗在庫商品につ

いては、売価還元法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下による簿価切

下げの方法）、センター在庫商品については、

先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下による簿価切下げの方

法）にそれぞれ変更しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であり

ます。 

(2)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度

委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係

る四半期連結財務諸表から適用することがで

きるようになったことに伴い、第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を適用

し、通常の売買取引に係る会計処理によって

おります。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

　 　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。なお、

リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を引き続き採用しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であり

ます。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算

出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期

連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によっており

ます。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価格を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　平成20年度の法人税法の改正を契機に、機械及び装置について

資産の利用状況等の見直しを行った結果、第１四半期連結会計

期間より耐用年数の変更を行っております。

　なお、これによる損益への影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は20,393百万円であり

ます。

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は20,344百万円であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

 ※  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　　　

　　　　のとおりであります。

　

給料手当 9,273百万円

賞与引当金繰入額 536百万円

退職給付費用 256百万円

不動産賃借料 6,484百万円

　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

 ※  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次　　　

　　　　のとおりであります。

　

給料手当 2,980百万円

賞与引当金繰入額 235百万円

退職給付費用 84百万円

不動産賃借料 2,174百万円

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

 ※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成21年11月30日現在）　

 現金及び預金勘定  2,315百万円

 預入期間が３か月を超える定期　　　預金  △160百万円

 現金及び現金同等物  2,155百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　 　23,354千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　 ２千株 

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

平成21年４月23日の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・420百万円

（ロ）１株当たり配当額・・・・・・・・・・・・・・・・・18円

（ハ）基準日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成21年２月28日

（ニ）効力発生日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成21年５月29日

（ホ）配当の原資・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・利益剰余金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年３月１日　至平成21年11月30日）

　小売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年３月１日　至平成21年11月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年３月１日　至平成21年11月30日） 

　海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）

記載すべき事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）

　デリバティブ取引については金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計（金利スワップの特例処

理）を適用しており、記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

該当事項はありません。　

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

該当事項はありません。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 1,189.89円 １株当たり純資産額 1,205.19円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1.67円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 1.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

四半期純利益（△は純損失）（百万円） 39 △43

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△は純損失）

（百万円）
39 △43

期中平均株式数（千株） 23,351 23,351

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

（リース取引関係）

 　　　当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

　　　 記載すべき事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月14日

株式会社Ｏｌｙｍｐｉｃ

(登記上　株式会社オリンピック)

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 恩　田　　勲　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大下内　　徹　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成　田　礼　子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

Ｏｌｙｍｐｉｃの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年９月

１日から平成21年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｏｌｙｍｐｉｃ及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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